
   １　概要

   ２　評価結果（外部有識者）

平成２８年度 法務省行政事業レビュー「公開プロセス」 
【開発途上国に対する法制度整備支援の推進】 

 
 当事業は，支援対象国のニーズを把握し，現地での法令の

整備状況や運用状況等を調査した上で，支援対象国の自主

性を尊重しつつ，現地への専門家派遣，日本国内での各種

研修や現地セミナーの実施等を中心に行っているものである

が，今後も戦略的に事業の拡大を図っていく必要があること

から，より効果的かつ効率的な支援の実施について検討が

必要。 

● 事業内容の一部改善 
  
 （取りまとめコメント） 
       ・成果目標の適正な設定をした上で，具体的な評価方法 
         を策定する必要がある。 
       ・オールジャパン体制にも関わらず，組織の中枢機能が 
         不明確なので，組織体制を明確にして効果的に進めて 
         いく必要がある。 
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